
前 年 度
予 算 額

平成 16 年 度
要求・要望額

比 較 増
△ 減 額

百万円 百万円 百万円

事 項 備 考

（１）国公私立大学を通じた大学
教育改革の支援

① 特色ある大学教育改革の 80 21,480 21,400
支援

② 法科大学院等専門職大学 0 7,765 7,765
院の形成支援

③ ２１世紀ＣＯＥプログラム 33,383 41,746 8,363

○概要：第三者評価による競争原理の導入により、国公私立大学を通じ、優れた研究教育拠点に重点
　　　　支援を行い、 世界最高水準の大学づくりを推進する。
　　　　・平成１６年度は、対象を厳選して新規公募を実施。

３．２１世紀を担う人材養成と大学の構造改革の推進

○概要：新たな法曹養成制度の中核的機関として、国公私を通じて設置される法科大学院や、社会の
　　　　ニーズを踏まえて設置される経営管理、技術経営（ＭＯＴ）、会計、知的財産などの各種の
　　　　専門職大学院の形成を支援。

　　　◆法科大学院をはじめとする各種専門職大学院における教育内容・方法の開発・充実等に取り
       組むプロジェクトを選定
　　　　・法科大学院　　　　　　　　　　　約８５プロジェクト
　　　　・ビジネススクール等専門職大学院　約２５プロジェクト
　　　　　　プロジェクトの内容の例
　　　　　　　・理論＝実務架橋型教育のための教育内容・方法の開発・充実
　　　　　　　・社会人の履修への配慮や地域に根差した法曹の養成
　　　　　　　・国際交流の推進
　　　　　　　・判例・文献等のデータシステム整備や高度なメディアの活用

○概要：大学における教育の質の充実のため、大学教育改革への種々の取組の中で特色ある優れたもの
　　　　について支援。

　　　①特色ある大学教育等支援プログラム
　　　　　・特色ある大学教育支援プログラム　　  　 －　平成１５年度から実施、補助金による支援事業に発展
　　　　　・現代的教育ニーズ取組支援プログラム　 －　知的財産教育、外国語教育など、現代的教育ニーズに
                                                          　　　          対応した取組の支援
　
　　　②社会・地域・大学間の連携強化
　　　　　・産学連携教育推進事業　－　大学・産業界の共同による実践的高等教育プログラム開発・実践の支援
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 継続的・長期的なインターンシップを通じての実務能力養成の支援
　　　　　・地域貢献特別支援事業　－　自治体、産業界及び大学が一体となって取り組む事業に際する各大学の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 優れた取組を支援
　　　　　・大学間連携等支援事業　－　大学間の多様な連携に取り組む大学を支援

　　　③ Ｉ Ｔ を活用した教育研究支援事業
　　　　　・ｅ-Learning 実践モデル事業　－　大学等における Ｉ Ｔ を活用した遠隔教育（ｅ-Learning）の推進を支援
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前 年 度
予 算 額

平成 16 年 度
要求・要望額

比 較 増
△ 減 額

百万円 百万円 百万円

事 項 備 考

（２）「国立大学法人」等の整備
・充実

① 国立大学等における教育 0 1,271,022 1,271,022
研究の確実な実施

② 「国立大学等施設緊急整備 0 79,453 79,453 〔他に、財政融資資金
５か年計画」の着実な実施等 ６４，２００百万円〕

（３）奨学金事業の充実 105,437 126,513 21,076
〔283,600〕〔383,200〕 〔99,600〕　〔他に、財政融資資金（財投機関債含）〕

　○概要：教育を受ける意欲と能力のある学生が、経済的な面で心配することなく、安心して学べる
　　　　  よう、奨学金の更なる充実を図る。

　　　　◆貸与人員の増員（新規施策含む）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５年度　　　　　　１６年度
　　　　　　無利子奨学金：　　 １．４万人増（４２．６万人　→　　４４．０万人）＜うち新規人員　　１．４万人増＞
　　　　　　有利子奨学金：　　 ８．７万人増（４４．０万人　→　　５２．７万人）＜うち新規人員　　４．７万人増＞
　　　　　　　　合　　計 　 ：　 １０．１万人増（８６．６万人　→　　９６．７万人）＜うち新規人員　　６．１万人増＞
　　　　◆法科大学院の創設に対応した奨学金の充実（新規）
　　　 ・無利子奨学金　貸与人員　2,400人　　　　事業費　25億円
　　　 ・有利子奨学金　貸与人員　2,400人　　　　事業費　60億円
　　　　 （無利子との併用貸与1,400人分を確保）
　　　　◆入学時の需要に対応した奨学金（有利子による一時金）の充実
　　　  ・貸与人員　2.5万人増(2.5万人 → 5万人）　　※申請要件の改善等
　　　　◆奨学金貸与制度（有利子）による海外留学の支援（新規）
　　　  ・貸与人員　1,000人　　事業費　12億円　　　 ※貸与月額は現行有利子の選択制による

○概要：世界水準の教育研究成果の確保を図るため、科学技術基本計画を受け策定した「国立大学等
　　　　施設緊急整備５か年計画」に基づき、施設の重点的・計画的整備を引き続き着実に実施する。

　　　　　　　　　　　　事　業　量　　 　 事 　業 　費
　　　　・整備目標　　　約 600万㎡　　　　約16,000億円
　　　　・整備状況　　　約 393万㎡　　　　約12,937億円

○概要：我が国の学術研究と研究者養成の中核を担うとともに、全国的に均衡のとれた配置により、
　　　　地域の教育、文化、産業の基盤を支える重要な役割を果たしている国立大学等における教育
　　　　研究の確実な実施。

　◆法科大学院の新設（２０大学）
　　  北海道大学、東北大学、千葉大学、東京大学、一橋大学、横浜国立大学、新潟大学、金沢大学、名古屋大学、
　　　　京都大学、大阪大学、神戸大学、島根大学、岡山大学、広島大学、香川大学（愛媛大学との連合）、九州大学、
　　　　熊本大学、鹿児島大学、琉球大学
　◆専門職大学院の新設（４大学）
　　 小樽商科大学、東北大学、東京大学、香川大学
　◆研究科等の新設（６大学）
　　 北海道大学、東京農工大学、新潟大学、徳島大学、高知大学、総合研究大学院大学
　◆学部の新設（２大学）
 　　岐阜大学、鳥取大学                    　　など
（※大学設置・学校法人審議会に意見伺い中。）

（参考）
　◆国立大学学生納付金【授業料標準額】　大学学部・大学院：年額　520,800円（平成15年度と同額）
　　　　　　　　　　 　　　 　　　　 　　  法科大学院　  　：年額  780,000円（新設）

　　　　　　　　 　     【入学料、検定料標準額】 　     　：平成15年度と同額

　◆各国立大学法人において授業料等の設定が可能な範囲 ：標準額の１１０％を上限
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